
貸 借 対 照、 表

（平成 2 7 3 月 3 1 日現在）

（単位：円）

科 自 〈斗L 額 科 目 人以L 額

資 産 の 部 負 イ責 の 部

｛流 動 資 産｝ 430, 782, 328 ] ｛流 動 負 債｝ 43, 168, 027 ] 

現金及び預金 340,326, 125 買 接i、 金 13,488,494 

フ士土ロ"' 接ト 金 84,347,061 未払 法 人 税 等 530,000 

概 卸 資 産 963,586 来 払 事 業 キ見 668, 100 
iー」Lc..・ 替 金 24,531 未 払 ？自 費 税 5,933,200 

未 収 入 人工広 2,486,891 払 金 。

前 払 費 用 1,580, 744 未 払 費 用 13,240,408 

J 短
宅急九 期 貸 イ寸 金 1, 728,600 前 ：：：，主立に， 金 814,000 

未収還付法人税等 51,204 預 り 金 827,981 

貸 f習j ヲ｜ 当 人平L ム726,414 賞 与 ヲi 当 金 7,665,844 

｛国 定 資 産］ 457, 493, 290 ] ｛器 定 負 債｝ 6, 843, 800 ] 

（有形 固 定資 産） 437, 981, 953 ) 退 職給付与 i 当 金 2,033,800 

建 物 246,058,410 役員退職慰労引当金 4,810,000 

干高 筑71": 物 38, 712, 557 

1幾 事実 装 置 12,896, 936 

車 両 運 搬 2,893, 147 

具器具備品 7,270,345 負 債 メ口� 計 50, 011, 827 

ぎ 土 地 130, 150, 558 純 資 産 の 部

｛株 主 資 本】 838, 263, 791 ] 

（無 形盟定資 産） 17, 038, 136 ) 1 資 本 金 495,000,000 

電 言苦 力E 入 権 2,424, 366 

｛土問ヒ 土也 権 14,613, 770 2 和益 剰 余 金 343,263, 791 

その他の無形固定資産 (1）その他利益剰余金 343, 263, 791 ) 

（投資そ の 他 の資産） 2, 473, 201 ) 事業拡張積立金 130, 000,000 

長 期 貸 付 〈耳L 670,500 繰越利 益剰余金 213, 263, 791 

長期前払費用 1,808, 199 

貸 ｛到 ヲi 当 金 ム5,498

純 資 産 メロ〉、
言十 838,263, 791 

資 産 合 計 888,275,618 負債 ・ 純資産合計 888,275,618 



注

I重要な会計方針

棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯議品
材料

2回定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リ ース資産を除く）

記 表

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下の
方法）によっております。
先入先出に基づく原価法
最終仕入れに基づく原価法

建物（本体） 定率法を採用しております。
ただし、平成10年4月i司以降に取得した建物につい
ては定額法を採用しております。

建物（本体）を除く有形閤定資産 定額法を採用しております。

( 2 ）無形固定資産（リ ース資産を除く） 定額法を採用しております。

( 3 ）リ ース資産

所有権移転外ファイナンス ・ リ ース敢引に係るリ ース資産
リ ース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
ただし、リ ース敢引開始日が平成 2 0 年 3 月 3 1 日以前のリ ース敢出について
は通常の賃貸借敢引に係る方法に準じた会計処理によっております。

3 貸倒担当金

4賞与担当金

5 役員退職慰労引当金

6退職給付引出金

7 消費税等の会計処理

過去の貸倒実結率を用いて計上しております。

賞与の支給見込額を算定して計上する方法
（支給見込額基準）によっております。

役員の退職慰労金の支給に鋪えるため、 「役員退
職窓労金規程Jに基づく期末要支給額を計上して
おります。

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に
おける退職給付債務見込額に基づき計上しており
ます。

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に
よっております。



立貸借対照表に関する注記

有形期定資産の減価償却累計額 2. 012. 233, 450円

2 関係会社に対する金銭債権 。円

国損益計算書に関する注記

関係会社との取引高 円nHV
 

N 株主資本等変動計算書に関する注記

①議事業年度末における発行済株式数 普通株式 I, 200. 000株

Vリ ー スにより使用する菌定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、 事務機器 ・ 車両運搬具の一部については、 所有権
移転外ファイナンス ・ リ ース契約により使用しております。

未経過リ ー ス料期末残高相当額
種類 I 1年内

事 務 機 器 i I. 397
車 両 運殿具j

計 1 I. 397

（単位：千円）
I年超 合計

2. 450
0 

2. 450

3, 847 

3, 847 

VI －株当たり情報に関する注記

一株当たり純資産額
一株当たり当期純利益金額

6 9 8円 5 5 銭
ム 1 2円 7 0 銭

V1Iその他の注記
当社は非公開会社につき、 継続企業の前提に関する注記及び関連当事者との取引に

関する注記については省略しております。


